
基本目標 施策の展開方向（主なもの）              基本目標の進捗状況      （データ：計画改定時現状値→直近値）

資料１－１　　　　　第３次山形県環境計画【中間見直し版】に基づく環境施策の取組状況

１　地球温暖化を防止する低炭素社会の
　　構築 ○環境に配慮した行動の提唱・推進

　・家庭、事業所及び自動車での取組みを促進
　・省エネルギー住宅や再生エネルギー設備の導入促進
○先進的な地域システムの構築
　・ＣＯ２削減価値の「見える化」と環境保全事業への活用★

　・水素の利活用に関する県民理解の促進と検討★
○気候変動による影響への適応★

【基本目標の進捗及び取組の評価】
　　1,012万t-CO2（H25）→　809万t-CO2（H28）H25比20％減［※森林吸収量控除後ベース］

　　省エネ県民運動の展開等により、平成28年度は目標を達成し、順調に進捗し
　ている。
【今後の展開方向】
　　引き続き、家庭・事業所・自動車の各部門を中心に、県民総ぐるみによる省
　エネの取組みや再エネ導入の推進を図っていく。

　温室効果ガス排出量削減率
　・目標
　　　平成25年度比 19％減（R2）★
　　（平成25年度比 26％減（R12））★
   ［現状 1,012万t-CO2（H25）］

２　再生可能エネルギー等の導入による
　　地域の活性化

○大規模事業の県内展開促進
　・事業者の課題克服に向けた、適地の選定や地元住民との合
　　意形成などへの行政としての適切な関与★
　・燃料となる木材の確保の課題に対応★
○地域分散型の導入促進
　・公共施設等への率先導入
　・家庭等への普及拡大
　・地域性の高い再生可能エネルギー熱の利用促進
○産業振興、地域活性化への展開

【基本目標の進捗及び取組の評価】
　　40.2万kW（H27）→　53.6万kW（H30）
　　農山漁村再エネ法を活用する市町村への支援や、事業者の取組みへの助言・
　各種支援などを行い、目標達成に向けて概ね順調に進捗している。
【今後の展開方向】
　　遅れの見られる風力発電と熱利用の促進に向け、内陸部での風況調査の実施
　や洋上風力発電の導入検討及び熱利用に関する各種調査研究の実施、事業者の
　取組みへの支援制度の充実などを行っていく。

　エネルギー戦略策定後の
　再生可能エネルギー開発量
　・目標  67.3万kW（R2）
　［改定時現状  40.2万kW（H27）］

３　ごみゼロやまがたの実現に向けた
　　循環型社会の構築 ○資源循環型社会システムの形成

　・廃棄物の発生抑制及び再使用の優先と再生利用の推進
　・事業系ごみの共同回収モデルシステムの構築★
○資源の循環を担う産業の振興
　・研究開発から施設・設備整備、リサイクル製品の販売促進
　　まで各段階で支援を実施
○廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減
　・災害時の廃棄物処理体制の構築★

【基本目標の進捗及び取組の評価】
　　925ｇ（H26）→　920ｇ（H29）
　　近年は家庭系ごみ、事業系ごみとも、概ね横ばいで推移しており、なお一層
　の削減やリサイクルへの取組みが必要である。
【今後の展開方向】
　　引き続き、県民運動や環境展によりごみ減量・リサイクルについての啓発を
　行うとともに、事業者によるごみ削減やリサイクルの取組みを推進し、市町村
　と連携しながら家庭系ごみや事業系ごみ削減の取組みを一層促進していく。

　１人１日当たりの
　ごみ（一般廃棄物）の排出量
　・計画策定時　909ｇ（H21）
　・目標  820ｇ (R2)
　［改定時現状　925ｇ（H26）］

６　環境教育を通じた環境の人づくり
○環境学習の意欲増進
　・専門的な知見や実践経験を有する人材の発掘・育成・活用
　・環境教育を提供する多様な主体の連携・協働
　・地域で子どもの環境学習を進めるプログラムの整備★
○環境教育の充実
　・環境科学研究センターの拠点機能の発揮★
　・「木育」の推進★

【基本目標の進捗及び取組の評価】
　　149千人（H27）→　174千人（H30）
　　環境科学研究センターが実施する所内外での環境教室や環境学習支援団体事
　業への参加者数の増加などにより順調に進捗し、目標を上回る実績となった。
【今後の展開方向】
　　引き続き、環境学習プログラムの活用や環境科学研究センターの利用促進を
　図るとともに、県民参加の森づくり活動や「やまがた木育」の推進、環境学習
　支援団体事業への参加の促し等をとおして、参加者数の増加を目指していく。

　環境学習・環境保全活動への参加者数
  ・計画策定時　94千人（H22）
　・目標　167千人（R2）★
　［改定時現状　149千人（H27）］

４　豊かな環境を守り、活かす自然共生
　　社会の構築 ○自然環境との共生

　・自然公園の老朽化施設の再整備と適切な維持管理
　・山岳資源・名水の魅力発信と受入態勢の整備★
　・多様で健全な森林整備の推進
　・県民参加の森づくりや自然環境保全活動の推進
○生物多様性の保全
　・鳥獣の生息状況の把握と適正な管理の推進★
　・捕獲の担い手の確保・育成と捕獲技術の向上★

【基本目標の進捗及び取組の評価】
　　11,255千人（H27）→　11,119千人（H29)　※H30実績値は未集計（作業中）

　　「やまがた百名山」「里の名水・やまがた百選」選定による魅力発信や自然
　公園施設の整備等を進めたものの、計画改定時よりも減少しており、利用者増
　加に向けてなお一層の取組みが必要である。
【今後の展開方向】
　　引き続き、山岳資源・名水の魅力発信や受入態勢の整備等を進めるととも
　に、有害な鳥獣の捕獲体制を強化し、適正な管理を進めることを通じて、生物
　多様性の保全を図っていく。

　自然公園利用者数
  ・計画策定時　12,453千人（H22）
　・目標　14,000千人（R2）
　［改定時現状　11,255千人（H27）］

５　安全で良好な生活環境の確保 ○大気環境の保全
　・常時監視及び県民への適切な情報提供
○水環境・水資源の保全★
　・生活排水処理施設については、今後10年を目途として新規
　　整備の概ね完了を目指す★とともに、単独処理浄化槽等か
　　ら合併処理浄化槽への転換を一層促進★
　・水資源保全地域の指定拡大

【基本目標の進捗及び取組の評価】
　　96.2％（H27）→　100％（H30）
　　これまで環境基準未達成だった酒田港の１水域について、閉鎖性の高まりを
　受け、利用目的に応じた基準に見直した結果、基準を達成し、全ての水域の環
　境基準を達成した。
【今後の展開方向】
　　引き続き、酒田港の水域の状況を注意しながら監視していく。

　環境基準達成率（公共用水域※）
　・計画策定時　96.1％（H22）
　・目標　 100％（R2）
　［改定時現状　96.2％（H27）］
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※生活環境項目（一般項目） 

１



※重点プロジェクトとは、施策の展開方向の中で、計画目標を実現するために重点的に取り組む事業の方向性やその進行工程を示すもの

１
地球温暖化を防止する
低炭素社会の構築

(1)
地球温暖化防止
県民運動推進ＰＪ

２
再生可能エネルギー等
の導入による地域の活
性化

(2)
再生可能エネル
ギー導入促進ＰＪ

(3)
ごみゼロやまがた
推進ＰＪ

(4)
循環型産業振興
ＰＪ

(5)
県民みんなで支え
る森づくり推進
ＰＪ

(6)
生物多様性保全
ＰＪ

(7) やまがたの山と水
魅力向上推進ＰＪ
★

５
安全で良好な生活環境
の確保

(8)
いのちの水をつな
ぐ最上川保全ＰＪ

６
環境教育を通じた環境
の人づくり

(9) 環境教育推進ＰＪ

○最上川の清流化の推進
　・生活排水処理施設の整備の促進
　・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換に係る個人負担の軽減助成★
○散乱ごみ対策の推進等
　・河川愛護活動団体などによる継続的な河川・海岸の環境保全・清掃美化活動の支援
　・海岸漂着ごみの回収処理及び発生抑制対策の推進

○単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換に係る個人負担の軽減助成★
　平成28年度から補助制度を見直し、市町村が国交付金基準額以上の助成を行う場合に、県も同額
の補助金を加算する補助制度を創設。引き続き、補助制度の活用が一層進むよう市町村への働きか
けを強化。

○環境学習の意欲増進・環境教育の充実
　・地球温暖化防止活動の推進、環境アドバイザーの積極的な活用
　・環境学習支援団体の認定数の増加とＰＲ
　・地域で子どもの環境学習を進めるプログラムの整備★

○地域で子どもの環境学習を進めるプログラムの整備★
　平成29年度から森林・里山・施設等の地域資源や地球温暖化防止活動推進員等の人材を活用した
環境学習プログラムを作成。環境科学研究センターの環境教室等での活用を図る。
　H29年度　 　　：「地球温暖化」「ごみ減量、リサイクル」「自然との共生」
　H30年度　　 　：「再生可能エネルギー」「生物多様性(外来生物・動物編)」「水資源保全」
　R1年度(作成中)：「食品ロス」「生物多様性(外来生物・植物編)」「海の環境保全」

４
豊かな環境を守り、活
かす自然共生社会の構
築

○国庫補助事業ややまがた緑環境税を活用した森林の公益的機能の維持増進
　・荒廃森林の整備、計画的な間伐実施、路網整備の強化★等
○森林資源の循環利用の促進
　・主伐後の再造林の支援強化★、間伐材や林地残材、木質バイオマスの利用促進等
○みどり豊かな森林環境づくりの推進
　・ＮＰＯ、森づくり活動団体、市町村、企業等による森づくり活動等への支援
○豊かなみどりを守り育む意識の醸成
　・森林・自然環境学習や「木育」の推進★、やまがた緑環境税の検証結果の県民への一層の
　　周知

○国庫補助事業ややまがた緑環境税を活用した森林の公益的機能の維持増進
　森林経営計画に基づく計画的な森林整備や、効率的な間伐等を実施するための路網開設を推進。
○森林資源の循環利用の促進
　木質バイオマス供給施設や木質バイオマス利用施設の整備を支援。
○「やまがた木育」の推進★
　学識経験者等からなる「やまがた木育推進委員会」を設置、平成30年3月に「やまがた木育推進方
針」を策定。この方針に沿って森や自然の大切さを学び、森や木の文化を見つめ直し、行動を起こ
すことができる人づくりを目的とした「やまがた木育」を推進。

○生物多様性を保全するための状況把握や戦略の推進
　・鳥獣の生息状況の把握とクマ、サル、イノシシ等の適正な管理の推進★
　・捕獲の担い手の確保・育成とイノシシ捕獲技術の普及向上★
○自然環境保全地域や自然公園等の重要地域、里地里山の保全
○野生鳥獣の保護と管理
　・鳥獣保護管理計画の策定と被害防止や軽減、個体数調整の推進

○鳥獣の生息状況の把握とクマ、サル、イノシシ等の適正な管理の推進★
　県の管理計画に基づき、生息状況調査及び捕獲等による個体数管理を実施。
○捕獲の担い手の確保・育成とイノシシ捕獲技術の普及向上★
　猟友会と連携した新規狩猟者の確保・育成に向けた取組みにより、狩猟免許新規取得者数は311名
となった。

○山岳資源の多様な活用と受入態勢の充実★
　・「やまがた百名山」の積極的な情報発信
　・山岳ガイドの養成支援、登山道の補修等
○名水の選定と地域活性化への活用★
　・「里の名水・やまがた百選」の選定及び積極的な情報発信
　・地域づくりや観光への活用のための磨き上げの取組みや優れた湧水の保全を進める取組み
　　の支援

○山岳資源の多様な活用と受入態勢の充実★
　「やまがた百名山」探訪マップの発行、山岳情報サイト「やまがた山」等による情報発信、「や
まがた百名山」写真コンテストの実施及び同コンテストの入賞作品を中心とした写真展の県内外で
の開催等の取組みを展開。
○名水の選定と地域活性化への活用★
　「里の名水・やまがた百選」は、令和元年度に９箇所を選定し、累計53箇所となった。パンフ
レット、ポスター、名水カード、ホームページを活用し、県内外に広く情報発信するとともに、
ネットワーク会議や有識者の助言をもとに、磨き上げを促進。

○大規模事業の県内展開促進★
　・立地、接続、資金制約への総合的な対応－農山漁村再エネ法の活用によるゾーニング、
　　県民参加型事業の促進等
　・エネルギー種別毎の課題への対応－風力発電等の導入適地深掘り、やまがた森林(ﾓﾘ)
　　ﾉﾐｸｽによる木質バイオマス燃料の確保等
○家庭及び事業所・公共施設への導入促進
　・家庭や事業所における再エネ設備導入への助成、国庫補助制度を活用した学校など公
　　共施設等への率先導入
○エリア供給システムの構築促進

○大規模事業の県内展開促進★
　導入適地での風況調査の実施、市町村と連携して風力発電導入に取り組む事業者が行う風況調査
の支援、洋上風力導入可能性の検討、県民参加型事業の普及啓発、系統制約への対策の研究、融資
制度を利用した発電事業に係る利子の助成などを実施。
　高性能林業機械の導入支援並びに間伐材の搬出支援を行うとともに原木の生産拡大に向けた連絡
調整を実施。
○エリア供給システムの構築促進
　地中熱・雪氷熱・温泉熱の利活用に向けた研究事業やエリア単位での設備導入に向けた事業可能
性調査に対する助成などを実施。

３
ごみゼロやまがたの実
現に向けた循環型社会
の構築

○家庭におけるごみの発生抑制やリサイクルの推進
　・ごみゼロやまがた県民運動による普及啓発－マイバック運動、食品ロスの削減★等
○事業所や地域におけるごみの発生抑制やリサイクルの推進
　・事業系ごみの共同回収モデルシステムの構築★
　・ごみの削減・リサイクルに取り組む食品販売業者や飲食店等の登録制度の創設・推進★

○食品ロスの削減★
　11月26日に「食品ロス削減シンポジウム」を開催し、食品ロス削減に係る事例等を紹介。
○事業系ごみの共同回収モデルシステムの構築★
　資源回収システムの事業効果や事業実施上の課題を検討。
○ごみの削減・リサイクルに取り組む食品販売業者や飲食店等の登録制度の創設・推進★
　「もったいない山形協力店」として累計270事業所（R1.10月現在）を登録。

○循環型産業の育成強化
　・廃棄物の発生抑制やリサイクル推進のための研究開発、施設・設備整備に対する支援
○循環型産業の市場拡大
　・リサイクル製品認定制度の普及
　・リサイクル認定製品の販路拡大の取組みへの支援

○循環型産業の育成強化
　廃棄物の発生抑制やリサイクル推進のため、産学連携による研究開発や、施設・整備への補助事
業による支援を実施（研究開発４件、施設・設備整備４件）。
○循環型産業の市場拡大
　リサイクル製品として51製品（R1.10月現在）を認定。

○家庭のアクションの推進－省エネ行動の実践メニューの提示、省エネ住宅の普及等
○ＣＯ２削減価値の「見える化」と環境保全事業への活用★

○事業所のアクションの推進－エコスタイルの実践、自主的な排出削減計画の策定、
　環境マネジメントシステムの普及等
○自動車のアクションの推進－次世代自動車の普及、エコドライブの実践等

○ＣＯ２削減価値の「見える化」と環境保全事業への活用★
　家庭等に再エネ設備を導入したことにより生み出されたＣＯ２削減の効果を集約し、政府のＪ－ク

レジット制度を活用して、その価値を都市圏の企業等に売却し、収益を県内の環境保全活動の支援
に活用する。
　・クレジット（2,525 t-CO2）を売却予定

  ・県内で活動する４団体を支援（山形県環境保全活動支援事業補助金）

　　　　　　第３次山形県環境計画【中間見直し版】に基づく環境施策の取組状況［重点プロジェクト］

基本目標 重点ＰＪ 主な取組内容 取組状況（令和元年度の主なもの）★は中間見直し時に新規設定 

２


